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I 調査概要

1 調査目的

日常生活圏域における高齢者の地域生活の課題を探 り、それ らの課題を踏まえた介護保険事

業計画を策定することが求められていることにかんがみ、課題の抽出調査及びデータの分析手

法等についてのモデル事業を実施 し、第 5期 (平成 24～ 26年)介護保険事業計画の適切な

作成に向けた指針に係る基礎情報を得ること等を目的とするc

2 調査概要

(1)調査地域   全国57保険者

(2)調査対象   65歳以上の高齢者 (要支援・要介護認定者を含む。)

(3)調査対象者数 35,910人

①家族・生活状況

②運動・閉じこもり

③転倒

④口腔・栄養

⑤認知機能

⑥日常生活

⑦社会参加

③健康

(4)調査方法   郵送による配布・回収を行つたうえ、補足調査として訪問調査を実施

(一部市町村では、郵送のみの調査を実施)

(5)調査時期   平成22年 5月 14日 ～8月 18日

3 回収結果

(1)調査対象者数 35,910人

(2)有効回収数  30,493人

(3)有効回収率  870% (登米市、名張市、東近江市を除いて算出)
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図表 自の実施状況

都道府県 NO
市町村

(保険者)

郵送

調査期間

補足

調査期間
配布数 (a) 回収数(c) 回収率(c/a)

有効回収数

(d)

有効回収率
(d/a)

北海道 1 福 島町 6/10～ 6/22 7/1-7/9 9550/0 955'

青森県 2 五所川原市 6/25-7/7 7/8-7/23 1,993 1634 820% 1632 81 9)

岩手 県
一 関地 区 5/31-6/18 6/28-7/2 1,408 1342 953% 1338 950'

宮城 県 4 登 米市 8/2-8/13 3/16´‐8/18 937't

秋田県

5 横 手市 6/18～ 6′130 7/1～ 7/5 1000'0 1000'

6
本荘 由利広域

5/20´‐6110 6′
.11～ 6117 1000'c 1000'(

山形県 7 最上町 611-6125 617～ 7 13 2583 2470 956'( 2 95410

福島県 8 西会津町 5/24-6 15 6/18～ 6/24 115 958'( 958%

茨城 県
9 東海村 6/7´-6/28 7/1´-7/12 870,〔 870%

神栖市 6/5-6/15 6/21´-7/7 835': 82600

栃木県 益子町 5/30´‐6/11 6/14-6/18 990% 990'も

群 馬県
渋川市 6/23-7/7 7/14～ 7/23 98001 973't

明和町 6/18-6/30 7/5～ 7/16 996 965% 96291

埼 玉 県 上尾市 5/24～ 6/15 6/17´‐6/24 1000% 100000

千葉 県 浦安市 6/1´-6/22 6/30～ 7/5 1000070 980%

東京都 府 中市 6/22´‐6/30 7/5～ 7/8 950% 950%

新潟県 17 小 千谷市 5/20´-6/15 6/17´-6/24 1000% 10000/0

富山県 砺波市 6/24～ 7/12 7/1-7/20 970% 965%

石川県 津幡町 6/12-6/21 6/24～ 6/29 920% 91 9%

福井県
坂 井 地 区介 護
律 皓 蔵壼 蓮 合

6/16-6/25 7/15´‐7/23 1200 1052 877% 1.051 8760/O

山梨県 北杜市 5/22-6/10 6/14～ 7/2 450 8530/1 844%

長野県 御 代 田町 5/21-6/4 6/11´‐6/31 2,686 2,070 771% 2063 7680/O

岐阜県 岐南 町 5/17-6/11 6/14～ 6/25 1,000 825%

静岡県

富 士宮市 6/21-7/2 7/2～ 7/9 862% 862'

富士市 6/10-6/28 6/29～ 7/2 98007 980'

掛川市 6/7-6/21 6/22～7/6 9o o07 890,

愛知 県

碧南市 6/29-7/13 7/13-7/16 962以 962%

一宮市 5/28-6/7 6/18～ 6/25 950助 950%

高浜市 6/1-6/16 6/22～ 7/1 1,000 902助 89601

二重県

名張市 5/26～ 6/16 6/31´-7/4 607勁 (6070/0

東員町 5/28-6/14 6/14～ 6/30 948) 943%

伊賀市 6/8-6/24 6/25～ 7/9 1000 942 942) 936%

滋賀県 東近 江市 7/28´-8/13 3/14～ 3/18 763)

大阪府 高槻市 6/1´-6/18 6/19～ 6/30 760% 720%

兵庫県 神戸市 6/11-6/25 6/26～7/9 32001 820%

奈 良県 大和高田市 6/29-7/7 な し 1.500 6290/0 629)

和歌 山県 紀 の川市 6/21-7/12 な し 1,986 1.579 795% 1,579 795)

鳥取県

南部箕蚊屋
蔵 壼 違 合

5/21-6/18 6/21-6/28 1,952 97600 1 949 975,

鳥取市 7/7-7/15 7/26～ 7/28 9380/・ 938)

島根県 大 田市 5/29-6/7 6/15-6/22 1444 1367 947% 1,363 944)

岡山県 西粟倉村 5/24-6/4 6/10～ 6/25 977% 129 977,

山 口県 長門市 6/1-6/11 6/14～6/25 100 92001 920'

徳 島県 嗚門市 5/27-6/10 6/8～ 6/30 1.000 890% 883)

香川県 高松市 6/14´-6/24 6/25´‐6/30 600 802% 800'

愛媛 県 松野町 5/20-6/20 な し 100001 200 1000'

福岡県
行橋市 7/1-7/13 7/22-8/2 3.400 2,619 770% 2.593

大牟 田市 6/16-6/25 6/28-7/5 370 925助 368 920%

佐賀県 伊万里市 6/1-6/25 6/28～ 7/2 700シ 700%

長崎県
長崎市 5/17-6/11 6/4-6/18 976) 976%

佐 々町 6/25-7/7 7/9´-7/20 974% 973%

熊本 県

長洲町 6/9-6/16 6/17-6/28 726 1000% 723 9960/0

産 山村 6/21-7/2 6/28～ 7/9 847 845%

錦 町 6/1´‐6/10 6/25～ 7/2 8951/1 8920/O

大分県 日杵市 6/1-6/11 5/25～ 6/18 1,178 1.078 915% 1057 897%

宮崎 県 えびの市 6/1´‐6/30 フ/1´‐7/7 200 200 1000%

鹿児島県 大崎町 5/14～ 6/15 6/15´‐6/30 820% 815物

沖縄 県 今帰仁 村 '6/10´‐6/25 6/17-7/9 891)

総 数 35,910 31,381 874% 30,493 870%

※ 4登 米市 調査終了が遅れたため、今回の報告の対象外とした。

※ 18砺 波市 配布 回収は調査員の訪間により行い、郵送による提出は希望者のみ行われた。

※ 21北杜市 郵送配布分のみの回収率 」76/200=88%、 訪問調査分のみの回収率 203/250=832%

※ 30名 張市 対象者の年齢、要介護認定区分、所得段階のデータが得られていないため、今回の報告の対象外とした。

※ 33東近江市 調査終了が遅れたため、今回の報告の対象外とした。

※ 45松野町 郵送配布分のみの回収率 20/20'10006
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Ⅱ 回答者の属性

1 年齢構成

2 認定状況

4 住宅の所有関係

単位 :人

性 65-69歳 70-74蔚 75-79歳 30～ 84歳 85童塾J 総数

男性
(256。3)

3272
(25616)

3269
(232%)

2956
(160嘔

2,040

(961:

1230
(1000'も

12767

女 性
1207'o)

3665
(22611)

4.001

(21311o)

4151

(17⊆ )。 t)

3169
(1551:

2,140

(1000・ |)

17,726

総 数
(227%)

6937
(238%
7,270

(233%)

7,107

(171%)

5,209

(130111)

3,970

(100.0%

30,493

単位 :人

性 非認定者 総数た

要支援 1 要支援2 要介護 1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

男性
(89.5%)

10,883

(10.5%)

1,279

(2.1%)

255

(22%)

263

(1.9%)

233
(2.1%)

252
(1.1%)

129

(0.7%)

88

(0.5%

59

(100.0°/0

12,162

女性
(81 7%)

13866
(18.3%)

3102
(46%)
776

(46%)
788

(3.3%)

568
(2.6%)

440
(1.4%)

242
(1.0%)

16A
(0.7%

19n
(1000%
1696R

総 数
(85.0%)

24,749

(12.3%

3.575

(3.5%

1,031

(3.6%)

1,051

7%)

801

(2.4%)

692
(1.3%

371

9%

253
(0.6%

182

(100.00/o,

29,130
か つ の

3 所得段階
位 :人

鷲じ|| 第1段階 第2段階 第3段階 第4段階 第5段階
～

不明| 1総数|

男性
9%| (6.6%)

844

(145%)

1,848

(140%)

1,784

(59.1%)

7,550

(4. 9% (100.0%)

12,767

女性
(1.6%)

291

(21.6%)

3823
(115%)
2033

(44.2%)

7835
(16.7%)

2964
(4.4%

780
(100.0%)

17.726

総 数
(1.3%:

409

3%

4,667

(127%)

3,881

( 3 1. 5%)

9,619

( 5%)

10,514

(46%
1,403

( 0%:

30,493

単位 :人

7■,|「 借家|‐
1借潤 :そ―の■| 1総類|

男性
(90.4%)

11,538

(5.2%)

661

(1.5%)

190

(3.0%

378
(100.0%)

12,767

女性
(87.7%)

15537
(6.3%)

1113
(2.0%)

353
(4.1%

7,n
(1000%)
17726

総 数
(88.8%,

27,075

(5.8%)

1,774

(18%)

543

6%

1,101

(100.0%;

30,493

5 世帯構成
位 :人

癬 凸 隕 浙 魃
男性

(77%)

978

(34.2%)

4,372

4%)(4. (44.5%)

5,680

(1.7%)

211

(7 6% (1000%)
12.767

女性
(18.5%)

3,88
(20.3%)

3594
(9.4%)

1669
(42.8%)

7593
(2.2%)

387

(6.7%

1.195

(100.0%)

17.72C

総数
(14.0070

4,266

(26.10/0)

7,966

(7.3%)

2,228

(

13,273

5%; (2.00o′

598

( 7.1 %

2,162

(1000%)

30,493
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Ⅲ 調査結果の概要

1機能

(1)項 目別評価結果

生活機能の各評価項目ごとの非該当者 (リ ス

クなし)の割合をみると、要介護・要支援認定

を受けておらず、また二次予防事業の対象にも

ならない一般高齢者でその割合が最も高く、次

いで二次予防対象者、要支援認定者、要介護認

定者の順となつており、それぞれの生活機能の

レベルを反映した結果となつている。
二次予防対象者選定の直接の条件になつてい

ない認知症予防、認知機能、うつ予防、転倒、

閉じこもり予防については、二次予防対象者に

比べて率は低いものの、一般高齢者の中にも該

当者 (リ スク者)が相当数いることがわかる。

(2)総合指標

基本チェックリス トのうつ予防に関する設問

を除 く20間について、各設間で非該当となる回

答をした場合を各 1点 として、その合計得点の

分布を累積相対度数でみると、10点 以下の割合

は、二次予防対象者が300%、 要支援認定者が

65.50/0、 要介護認定者89.5%と なつている。

この基本チェックリス トの得点により、認定

者を含めて高齢者の生活機能のレベルが把握で

きることがわかる。

10点 以下の二次予防対象者については早目の

フォローが、また11点 以上の要支援・要介護認

定者については予防給付などの予防効果の確認

が必要と考えられる。

2日 常生活
(1)老 研式活動能力指標 (IADL)

IADLを 中心とした高齢者の比較的高次の

生活機能の指標として定着 している老研式活動

能力指標 (13項 目)について、その生活機能得

点 (平均)みると、いずれの年代で比較しても
一般高齢者が最も高く、次いで二次予防対象者

要支援認定者、要介護認定者の順となつている。

認定の有無にかかわらず、年齢が上がるほど

その得点は低下しているが、二次予防対象者で

その低下幅が大きくなつている。

図表 生活機能 (非該当・lリ スクなしの割合)
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図表 基本チェックリスト合計得点 (累積相対度数 )
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図表 認定状況別生活機能得点
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(2)日 常生活動作 (ADL)

高齢者の日常生活動作 (ADL)の 状況をみ

ると、「自立」と評価される者の割合は、いず

れの項目でも一般高齢者が最も高く、次いで二

次予防対象者、要支援認定者、要介護認定者の

順となつている。

要介護認定者と二次予防対象者の中間に位置

する要支援認定者についてみると、食事、移動、

整容、 トイレ動作については、いずれも自立の

割合が 9割前後になつている一方、階段昇降、

歩行、排尿についてはそれぞれ356%、 52.0%、

52.9%と 低下しており、日常生活動作の中でも、

比較的早い時期に低下するものとそうでないも

のがあることがうかがえる。

3健 康 口疾病
(1)既往症

疾病の既往症の状況をみると、要介護の原因

となる脳卒中、心臓病、糖尿病、筋骨格系、外

傷、認知症では、認定者の既往率が高くなつて

いる。

要介護の原因疾病の中でも、脳卒中や認知症

などは要介護認定者で既往率が顕著に高くなつ

ている一方、筋骨格系では要支援認定者の既往

率が最も高くなっており、要介護のレベルによ

って原因疾病の構成割合が異なっていることが

わかる。

(2)認知機能の障害程度

回答結果からCPSに 準 じて評価される認知

機能の障害程度区分の分布をみてみると、認知

機能の障害ありと評価される者の割合が最も高

いのは要介護認定者で (76.4%)、 次いで要支援

認定者 (512%)、 二次予防対象者 (38.7%)、 一

般高齢者 (16.20/c)の 順となつている。

CPSで 認知症の行動・心理症状がみられる

のは 3レベル以上といわれており、その割合は、

要介護認定者で41.0%、 要支援認定者84%、
二次予防対象者55%になつている。率では低

いものの、数では二次予防対象者のほうが要支

援認定者より多くなつている。

認知症の既往歴の有無別にこの評価結果の分

布をみると、既往歴ありでは85.3%が、それ以

外では28.3%が障害ありと評価されている。

図表 ADL(評価項目別自立者割合)

(…

100 (96)

図表 疾病の状況 (既往症 )
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が ん 6.4 74
rn酒・申 J 09 20
感染症 響 02 04 10 09

認 知 0_2 15 43 273
神 経 系 54

目 219 ′
” 355

耳 74 147 10

皮 膚 108
歯 科 43′4 412

図表 認知機能の障害程度別割合 (CPS)
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Ⅳ 評価項目別の結果

1機能

(1)運動器

①該当状況

●基本チェックリス トに基づ く運動器の評価結果をみると、認定者を除 く全体で242%、 男性で

175%、 女性295%が該当者 となつており、男性より女性のほうが、また年齢が上がるほど該当者割合が

高 くなっている。

●二次予防対象者 と認定者について評価結果を比較すると、いずれの年代でも要支援認定者、要介護認定

者のほうが該当者割合が高 くなっている。

●二次予防対象者全体に占める運動器の該当者割合は654%と 、基本チェックリス トの評価項目の中で最

も高 くなつている。

図表 該当者割合 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別)
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②回答状況

●評価の基礎になった設間に対する回答結果を認定者 と比較 してみると、認定者の該当率 (感度)が80%
を超える設間が 3間 (問 2-1・ 2、 間3-2)、 非認定者の非該当率 (特異度)が70%を超える設間が 3間 (間

2-2・ 3、 間3-1)と なっており、運動器に関する基本チェックリス トの設間が高齢者の生活機能の レベルを

示す設間として有効なことが うかがえる。

図表 回答結果 単位 :%

※特異度は、非認定者と認定者との比較 (以下同じ)

※※無回答は除いて算出

T非認定者0124,4ヅ組

'1認

定者(■4381)|,

鼈
問2-¬ 階段を手すりや壁をつたわらずに昇つていますか

(いいえ)

437 874
851 1     895

(563)

268      719

間2-2椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がって
いますか (いいえ)

238 836 (762)

62 532 81 1 1     858

間2-315分位続けて歩いていますか (いいえ)

212 727
651      796

(788)

86      424

問3-1 この 1年間に転んだことがありますか (はい)

233 552 (767)

108 441 536      567

間3-2転倒に対する不安は大きいですか (はい)

456
263      772

888 (544)

90.1      876



(2)閉 じこもり予防

①該当状況

●基本チェックリス トの閉じこもり予防の該当状況をみると、認定者を除く全体で103%(男 性80%、 女

性122%)と なつており、やはり男性より女性のほうが、また年齢が上がるほど該当者割合が高くなって

いる。

●認定状況別に結果をみると、全体では非認定者より認定者のほうが該当者割合が高くなつているもの

の、85歳 以上では二次予防対象者のほうが要支援認定者よりも高くなっているc比較的生活機能が高い一

般高齢者でも該当者割合は47%と なつている。

図表 該当者割合 (性・年齢階級別、認定状況コ年齢階級別 )
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②回答状況

●評価の基礎になつた設間に対する回答結果を非認定者と認定者で比較 してみると、認定者の該当率は

333%、 非認定者の非該当率は89.6%と なつてお り、認定状況をある程度反映 している。

●関連する設間の回答をみると、閉 じこもり要因の参考となる5m歩行の可否については、認定者では

316%で、閉 じこもりの該当率に近 くなっている一方、非認定者では37%と 、閉 じこもりの該当率

(104%)に 比べてかな り低 くなつている。認定者では身体的な要因、非認定者ではそれ以外の要因によ

る閉 じこもりが多いことが うかがえる。

●外出目的別では、買物や趣味等で認定者と非認定者の差が大きくなつている。

図表 回答結果 単位 :%
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鰊
間2-5週に1回 以上は外出していますか (いいえ)

104 (896)

48 1     199 272      389
>

問2-45m以上歩けますか (いいえ)

316
211     411

(963)

08

問2-6昨年と比べて外出の回数が減つていますか (はい)

646 (683)

604

間2-8外出する頻度はどのくらいですか

①買物 (週 1日 未満)

160 (340)

109 1     250 ”
ｉ

問2-8外 出する頻度はどのくらいですか

②散歩 (週 1日 未満)

496 (81 3)
う
０ 419 ‐     579

問2-8外出する頻度はどのくらいですか

③通院通所 (週 1日 以上)

359
321 404 658

間2-8外出する頻度はどのくらいですか
④趣味等 (週 1日未満)

74.7

653 ‐     843
(677)

253 454



設 間 選択肢 一般 二次予防 要支援 要介護

間2-7外出を控えている理由は、次のどれですか

病 気 20 101 249
障 害 03
痛み 461 656 463
イレ 14 94 199

耳の F 94
目の F 90
外 の楽 しみ

経済的に 50 30



(3)転倒
①設間と評価

●今回の調査では、基本チェックリス トの結果に基づく運動器の機能の評価に加え、転倒リスクについて

も別に評価ができるよう、設間が設けられている。

●具体的には、杏林大学の鳥羽研二教授により開発された簡易式の転倒チェックシー トの設間で、調査票

の間 3-1・ 3～ 5、 間8-3の 5間である (設間の表現については、その趣旨を変えない範囲で一部修

正 )。

●内容 としては、転倒経験 (基本チエック リス トと重複 )、 背中の形状の変化、杖の使用、歩行速度、薬

の多剤服用の有無 となつている。

●評価 における各設間に対する配点は下の図表のとお りであ り、転倒経験が 5点、その他が各 2点 で、13

点満点のスコアとして評価が可能である。

●スコアの評価としては、カットオフポイント6/7点で転倒予測の尺度として実用的とされているが、今回

は介護予防も前提に6点 以上を転倒リスクありとして評価している。

図表 転倒リスクの評価方法

間1番号 設|1間 配点と選択肢

間 3-1 この1年間に転んだことがありますか 5:「 1 はい」 0:「 2いいえ」

間3-3 背中が丸くなつてきましたか 2:「 1 はい」 0:「 2 いいえ」

間 3-4 歩く速度が遅くなってきたと思いますか 2:「 1 はい」 0:「 2いいえ」

間3-5 杖を使つていますか 2:「 1 はい」 0:「 2いいえ」

間 8-3 現在、何種類の薬を飲んでいますか 2:「 55種 類以上」 0:1～ 4または6

★6点以上でリスクあり

②リスク状況

●転倒の リスク者割合をみると、認定者も含む全体で301%(男性239%、 女性346%)で、男性より女

性のほうが、また年齢が上がるほどリスク者割合が高 くなつている。

●認定状況別にみると、要介護認定者より要支援認定者のほうが リスク者割合が高 くなつている。二次予防

対象者では年齢が上がるとともにリスク者割合が急激に高 くなつており、85歳以上では要介護認定者より

もリスク者割合が高 くなっている。

図表 リスク者割合 (性・年齢階級別、認定状況・年齢階級別)
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③回答状況

●評価の基礎になつた設間に対する回答結果をみると、認定者の該当率が60%を超える設間が 3間 (問 3-3

～5)、 非認定者の非該当率 (特異度)が60%を超える設間が 4問 (問 3-1・ 3・ 5、 間8-3)あ り、それぞれ

の生活機能 レベルを反映した結果となっている。

図表 回答結果 単位 :%

設間 (該 当する回答 )

非認定者(n=24,749)

一般   二次予防

(n=15,580)|(n=9,169)

認定者 (n二 4,381)

要支援   要介護
(n=2082)   (n=2.299)

特異度

間31 この 1年間に転んだことがありますか (はい)

233
108      44_1

552
536      567

(767)

問3-3背中が丸くなってきましたか (は い)

353
251 1     524

652
650      655

(647)

間3-4歩く速度が遅くなってきたと思いますか (はい)

617
474       858

899

924      873
(383)

間3-5杖を使つていますか (はい)

146

54 
‐
     300

678
748      607

(854)

問8-3現在、何種類の薬を飲んでいますか (5種類以上)

231

139

493
566      486

(769)



(4)栄養

①該当状況

●基本チェックリス トに基づく栄養改善の該当状況をみると、認定者を除 く全体で13%(男 性13%、 女

性14%)が 該当者 となつており、該当者割合は他の項目に比べて非常に低い。年齢が上がるほど該当者割

合が高 くなつている一方、男女差は小さな項目となつている。

●二次予防対象者 と認定者について評価結果を比較すると、要支援認定者 (39%)と 二次予防対象者

(36%)で は該当者割合にほとんど差がない結果となつている。

●二次予防対象者全体に占める栄養の該当者割合は低 く、介護予防事業では対象者を個別にフォローする

訪間型の介護予防事業が中心になるものと考えられる。

図表 該当者割合 (性・認定状況口年齢階級別 )
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―
女性(n=13,866)

一
男t生 (n=lo,883)

11

65-69膚驚   70-74清詭 75-79歳  80-84歳  85歳 以上

―●―要介護(n=2,299)

― 要支援(n=2,082)

認定状況・年齢階級別

6569歳  70-74歳  75-79歳  8084歳  85歳以上

②回答状況

●評価の基礎になった設間に対する回答結果を認定状況別に比較 してみると、各設間における認定者の該

当率は低いものの、非認定者に比べるとかな り高 くなつており、高齢者の生活機能の レベルに関連する指

標 として有効なことがうかがえる。

●関連する設間の食事動作については、認定者と非認定者で回答結果に差がみ られる。

図表 回答結果 単位 :%
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躙臨 鰈
間4-1 6カ 月間で2～ 3kg以 上の体重減少がありましたか

(はい)

146 293 (854)

229

間4-2身長、体重 (BMI=体 重/(身長 ×身長)く 185)
70 171

135 1     207
(930)

104

< 問 >
間6-6食事は自分で食べられますか

(「 一部介助があればできる」または「できない」)

220
78      349

(989)

02
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